
平成３０年（健）第３０８号

平成３１年４月２６日裁決

主文
　後記「事実」欄第３の２記載の原処分を取
り消す。
　
事実
第１　再審査請求の趣旨

　再審査請求人（以下「請求人」という。）
の再審査請求の趣旨は、健康保険法（以下

「法」という。）による高額療養費の支給を
求めるということである。

第２　事案の概要
　本件は、請求人が、平成○年○月、同年
○月、同年○月、同年○月及び同年○月に
医療機関等にて保険診療等を受け、一部負
担金を支払ったとして、高額療養費の支給
申請をした請求人に対し、全国健康保険協
会（以下「保険者協会」という。）Ａ支部長
が、平成○年○月○日付けで、保険給付を
受ける権利が時効（２年）により消滅して
いるとして、不支給とする旨の処分をした
ため、これを不服として、標記の社会保険
審査官に対する審査請求を経て、当審査会
に対し、再審査請求をしたという事案であ
る。

第３　本件再審査請求に至る経緯
１　請求人は、平成○年○月、同年○月、

同年○月、同年○月及び同年○月（以下、
併せて「本件請求月」という。）に、ａ病
院（以下「ａ病院」という。）において医
科診療を、○○薬局（以下「○○薬局」
という。）において調剤を受け、それぞれ
一部負担金を支払ったとして、平成○年
○月○日（受付）、保険者協会に対し、そ
れぞれ高額療養費の支給を申請（以下

「本件申請」という。）した。
２　保険者協会は、平成○年○月○日付け

で、請求人に対し、本件請求月の請求に
つき、それぞれ「保険給付を受ける権利
が時効（２年）により消滅しているた
め。」との理由で、高額療養費を不支給と
する旨の処分（以下、併せて「原処分」

という。）をした。
３　請求人は、原処分を不服として、標記

の社会保険審査官に対する審査請求を経
て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第４　当事者等の主張の要旨
　（略）

理由
第１　問題点

１　法第１１５条第１項によれば、高額療
養費は、療養の給付について支払われた
一部負担金の額又は療養に要した費用の
額からその療養に要した費用につき保険
外併用療養費、療養費等として支給され
る額に相当する額を控除した額が著しく
高額であるときに、その療養の給付又は
保険外併用療養費等の支給を受けた者に
対し支給するとされ、同条第２項は、高
額療養費の支給要件、支給額その他高額
療養費の支給に関して必要な事項は、療
養に必要な費用の負担の家計に与える影
響及び療養に要した費用の額を考慮して、
政令で定めると規定している。そして、高
額療養費の支給については、法第１９３
条第１項において、「保険給付（注：法第
５２条第９号の規定により、高額療養費
の支給は、これに含まれる。）を受ける権
利は、２年を経過したときは、時効によっ
て消滅する。」と規定している。

２　本件の問題点は、上記１の関係法令に
照らして、高額療養費を支給しないとし
た原処分を適法と認められるかどうかで
ある。

第２　当審査会の判断
１　消滅時効は、権利を行使することがで

きる時から進行する（民法第１６６条第
１項）。高額療養費の消滅時効の起算日
については、「診療月の翌月の１日であ
り、傷病が月の途中で治ゆした場合にお
いても同様である。ただし、診療費の自
己負担分を、診療月の翌月以後に支払つ
たときは、支払つた日の翌日が起算日と
なる。」（「健康保険法および日雇労働者健
康保険法の一部改正に関する疑義につい
て」（昭和４８年１１月７日保険発第９９



保険者協会が当該高額療養費の支払債
務を承認することにより、時効を中断
し（民法第１４７条３号参照）、申請人
の権利行使を促す趣旨であった。

⑵　請求人は、本件請求月の前後の月に
ついては上記の「お知らせ」が送付さ
れたので、同封の高額療養費支給申請
書を用いて高額療養費支給の申請を
し、その支給を受けたが、本件請求月
に係る高額療養費については、「お知ら
せ」が送付されなかった。そのため、
請求人は本件請求月に係る高額療養費
について請求すべきことを認識しない
まま、時効期間が経過した。

⑶　後日、保険者協会において、本件請
求月だけ請求人に「お知らせ」を送付
しなかった経緯を調査したが、その理
由は不明であり、これまで、本件のよ
うに「お知らせ」を送付しなかった結
果、高額療養費支給の時効期間が経過
してしまい、不服申立てがされるに
至った例はない。

３　上記の「お知らせ」をもって時効を中
断し、高額療養費支給申請を促すことは、
請求人に対する関係では保険者協会の法
的義務でないことは保険者主張のとおり
である。しかし、保険者協会は、本件通
知に従うべき行政上の義務があり、上記
認定のとおり、実際にも本件通知に従い、

「お知らせ」をもって高額療養費支給申請
を促すことを通常の事務処理としており、
これまで本件のような経緯で不服申立て
がされた例はないというのである。本件
のみ通常の事務処理がされなかったこと
による不利益を請求人において甘受すべ
き理由は見当たらず、通常の事務処理が
されていれば、請求人は時効消滅前に本
件請求月に係る高額療養費支給を申請し
ていたものと認められる。こうした本件
の事情の下では、保険者協会が時効を援
用することは、平等原則に反し、著しく
不当であり、信義則上も許されないとい
うべきである。

４　よって、請求人に消滅時効を援用し高
額療養費を支給しないとした原処分は相

号・庁保険発第２１号厚生省保険局保
険・社会保険庁医療保険部健康保険課長
連名通知。以下「４８年通知」という。）
とされており、その取扱は当審査会も妥
当なものとしているところである。
　高額療養費の受給要件を具備する者が
その支給を受けるには、その支給を申請
することが必要であるところ、高額療養
費制度の複雑化に伴い、申請漏れが改善
されなかったことから、保険者は、申請
漏れの防止及び被保険者サービスの一層
の向上を図るため、一定期間高額療養費
の未申請の状態にある診療報酬明細書に
着目して、受給要件を具備していながら
その申請をしていない被保険者に対し、

「お知らせ」を送付することとし（「高額
療養費の未申請者に対する申請促進につ
いて」（平成１７年１２月２７日庁保険発
第１２２７００１号社会保険庁運営部医療
保険課長通知）、「お知らせ」に同封する

「高額療養費支給申請書」については、あ
らかじめ「被保険者証の記号・番号」等の
欄及び一定期間に支払った自己負担額の
欄に記載を行った上で送付するもの（ター
ンアラウンド方式）としている（平成１９
年３月２０日庁保険発第０３２０００２号
同課長通知。以下、各通知を併せて「本
件通知」という。）。

２　本件記録によれば、次の事実が認めら
れる。
⑴　本件申請当時、保険者協会のＡ支部

においては、本件通知の趣旨に従い、
医療機関から診療報酬明細書到着後６
月を経過しても高額療養費の請求がな
いものを調査の上、該当者に対し、毎
月、高額療養費支給の申請を促す「お
知らせ」を送付する取扱をしていた。
この「お知らせ」には、本件通知所定
の所要事項をあらかじめ記載した高額
療養費支給申請書（ターンアラウンド
方式）を同封し、申請の便宜を図って
いた。また、この「お知らせ」には、

「受け取ったときから２年を経過すると
時効により支給できなくなります…」
との文言が付されていたが、これは、



当ではなく、これを取り消すこととし、
主文のとおり裁決する。




